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　高齢者が、いきいきと自分らしく暮らしていくためには、心身の健康を維持していくことが
重要です。スポーツ活動による健康づくりや、健康診査等による自分の健康状態の把握、趣味・
学習や社会貢献活動、老人クラブの活動、就労等様々な活動を通しての生きがいづくりを支援
します。

基本施策１　生きがいと健康づくりの推進　　　　　　　　　　　

（ １）生きがいづくりと社会参加の推進
　高齢者のライフスタイルは様々であり、一人ひとりの高齢者のニーズに合わせた趣味の活動
や学習機会の提供、就労支援を通じて、生きがいづくりと社会参加の推進を図ります。

① 各種生きがいづくり教室等の実施� ＜長寿福祉課＞
　高齢者の興味や関心が高い事柄などのニーズを把握しながら、健康に社会活動ができるよう、
高齢者の生きがいづくりを推進するため各種教室等を実施します。

② 老人クラブへの支援� ＜長寿福祉課＞
　高齢者による自主的な社会奉仕活動、スポーツ・趣味の活動を実施し、地域福祉の向上に寄
与している沼津市老人クラブ連合会（すこやか沼津）及び連合会加入老人クラブの活動を支援
します。
　また、地域の老人クラブ等が設置する「老人つどいの家」の整備に対する支援を行います。

③ 生涯学習の推進� ＜生涯学習課＞
　65歳以上の高齢者を対象に、高齢者学級を開設し、高齢者の生き方、健康と食事、体操、
歴史など幅広いテーマで毎月１回の講座等を実施します。

④ 敬老行事の開催� ＜長寿福祉課＞
　高齢者を敬愛し、長寿を祝うために、敬老の日に合わせて敬老行事を開催するとともに、節
目の年齢の高齢者に祝金及び祝品を贈呈します。
　なお、社会情勢の変化や敬老対象者の増加を踏まえ、今後、敬老行事の見直しを検討します。
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⑤ 千本プラザの運営� ＜長寿福祉課＞
　千本プラザを指定管理制度にて運営し、季節ごとの各種イベント、趣味の教室、世代交流事
業、展示事業を実施します。

⑥ 就労への支援� ＜長寿福祉課＞
　高齢者就業センターにおいて、就業に必要な情報収集及び提供を行うとともに、就業・社会
参加等に係る講座や講習会を実施します。
　また、沼津市シルバー人材センターの事業運営を支援します。

（ ２）健康づくりの推進
　高齢者が気軽に健康や体力づくりに取り組めるよう、スポーツを活用した健康づくりを推進
するほか、健康診断や予防接種の実施、感染症の予防にも取り組みます。
　また、近年高齢期の課題となっているオーラルフレイルの予防を推進します。

① 各種スポーツ教室の開催� ＜ウィズスポーツ課＞
　スポーツに親しむ機会を提供し、市民一人ひとりの健康増進や体力向上を図るため、市民体
育館などの社会体育施設だけでなく身近な施設である地区センターを利用して、体力づくり教
室等を開催します。

② 健康診査の実施� ＜健康づくり課＞
　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、年に１度、健康診査を実施します。また、40
歳以上の国民健康保険加入者に対しては特定健康診査を実施し、メタボリックシンドロームの
リスクレベルに応じた特定保健指導を実施します。

③ 各種がん検診の実施� ＜健康づくり課＞
　健康増進法に基づき、早期発見・早期治療のため、年に１度、がん等の検診を実施します。

対　象　者 検 診 の 種 類

35歳以上の人 胃がん検診

40歳以上の人 肝炎ウイルス検診、肺がん検診、大腸がん検診

20歳以上の女性 子宮頸がん検診

40歳以上の女性 乳がん検診

50歳以上の男性 前立腺がん検診
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④ 予防接種の実施� ＜健康づくり課＞
　予防接種法により、65歳以上または60歳以上65歳未満の特定の疾患により日常生活に障害
を有する人に対するインフルエンザ予防接種を実施するほか、高齢者肺炎球菌予防接種の費用
の一部を助成します。

⑤ 歯の健康づくりへの取組� ＜健康づくり課＞
　出前講座等の機会を活用し、かかりつけ歯科医の定着や口腔機能の維持・向上について普及
啓発することで、オーラルフレイルの予防に取り組みます。

⑥ 感染症予防対策� ＜健康づくり課＞
　感染症対策を的確かつ迅速に実施するため、関係法令や「沼津市新型インフルエンザ等対策
行動計画」に基づき、情報収集や情報提供に努めます。
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　介護サービスを受けながら在宅で暮らしている高齢者やその家族が、できる限り住み慣れた
地域で安心して暮らし続けられるよう様々な在宅福祉サービスの提供を行います。
　また、高齢者の状況に合わせた住まいを確保するため、高齢者向け住宅の整備を支援するた
めの各種制度やサービスの周知・啓発を行い、利用促進を図るとともに、適切な支援の提供を
目指して事業所の指導や県との連携強化を図ります。

基本施策２　安心して暮らせるまちづくり　　　　　　　　　　　

（ １）在宅福祉サービスの充実
　高齢者世帯を対象とした各種支援を行うとともに、沼津市独自のサービスとして配食、訪問
介護、住宅改修等のサービスを提供するほか、生計困難や災害による財産への著しい損害、介
護サービスの利用料が高額になった場合などには、利用者による負担を減免します。
　また、家族介護者の周囲の人による理解のため、介護マークの普及と促進に努めます。

① 高齢者世帯等への支援� ＜介護保険課・クリーンセンター収集課＞

② 重度要介護者通院支援事業� ＜介護保険課＞
　要介護４または５で、ストレッチャー対応により大型車での移動を要する人を対象に、通院
時の居宅と医療機関の送迎を支援します。

事　　　業 内　　　容 担　当　課

緊急通報装置設置事業
緊急時に通報が困難な高齢者が民間の
緊急通報システムを導入した場合の費
用の一部を助成します。

介護保険課

配食サービス
調理困難な高齢者世帯等を対象とし
た、見守りを含めた配食サービスを提
供します。

介護保険課

日常生活用具の給付
一人暮らし高齢者等を対象に、電磁調
理器及び防災警報器の購入費用の一部
を助成します。

介護保険課

高齢者世帯の粗大ごみ収集 70歳以上の高齢者のみの世帯を対象
に、粗大ごみの収集を実施します。 クリーンセンター収集課

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

利用回数 回 79.5 95 100 105 110
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③ 家族介護用品の支給� ＜介護保険課＞
　要介護２以上の高齢者を在宅で介護している家族を対象に、紙おむつ等の介護用品を支給し
ます。

④ 家族介護教室の開催� ＜長寿福祉課＞
　介護サービスを受けながら在宅で暮らす高齢者等を支える家族のために、地域包括支援セン
ターが中心となり家族介護教室を開催します。（地域包括支援センターへ委託）

⑤ 介護マークの普及・促進� ＜介護保険課、長寿福祉課、障害福祉課＞
　介護している人が、周囲の人に介護中であることを知ってもらうために、県が作成した介護
マークを配布するとともにその活用促進を実施します。

⑥ 家族介護慰労事業� ＜介護保険課＞
　要介護３以上の高齢者を在宅で介護保険サービスを利用せずに介護している同居の家族を対
象に、慰労金を支給します。

介護マーク

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

利用者数 人 896 950 1,000 1,050 1,100

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

家族介護教室開催 人 553 250 300 350 400

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

介護マーク配布数 枚 29 20 20 20 20
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⑦ 沼津市特別給付� ＜介護保険課＞

⑧ 低所得者の負担軽減� ＜介護保険課＞
　生計困難な低所得者を対象に、次の制度を実施します。

　沼津市独自の介護保険サービスとして次の事業を実施します。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

配食サービス事業 食 108,015 125,000 135,000 140,000 145,000

訪問介護サービス事業
（見守り、外出支援） 件 ０ ５ ５ ５ ５

住宅改修の上乗せ事業 件 256 260 270 275 280

事　　　業 内　　　容

社会福祉法人等による利用者負担軽減
低所得で生計困難な利用者に対し、社会福祉法人が対象
となるサービスの利用者負担を軽減した場合、当該社会
福祉法人に市が助成します。

居住費・食費の負担軽減

介護保険施設及び短期入所（ショートステイ）における
居住費と食費について、低所得の利用者に対し、所得に
応じた負担限度額までを利用者負担とし、基準費用額と
の差額を支給します。

介護保険料の減免
低所得で保険料を納めることが困難な場合、保険料の一
部を軽減します。
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（ ２）住まいの確保と生活環境の整備
　高齢者の状況に応じることのできる多様な高齢者向けの住まいを確保し、高齢者にとって安
全な住環境の整備を支援します。

⑨ その他の利用負担軽減� ＜介護保険課＞
　一定の要件に該当する場合は、次の制度を実施します。

① 高齢者等に対する賃貸住宅の確保� ＜まちづくり政策課・長寿福祉課＞
　高齢者向け住宅への入居を希望する高齢者に対し情報提供を行うとともに、全市的な需給状
況に注視しつつ適切な供給に努めます。
　また、高齢者を含む住宅確保要配慮者の住まいの確保に向け、空き家や空きアパートなどを
セーフティネット住宅として活用することを検討します。
　なお、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅については、県と整備状況について情
報共有を図りながら、適切な助言・指導を行います。

事　　　業 内　　　容

高額介護サービス費の支給

同じ月に利用した在宅・施設サービスの利用者負担の合
計額（同一世帯内に複数の利用者がいる場合には世帯合
計額）が高額になり、一定額を超えた場合は、その差額
を支給します。

高額医療合算介護サービス費の支給
同じ医療保険上の世帯内で、医療と介護の両方を合わせ
た自己負担額と、決められた限度額との差額が一定額を
超えた場合は、その差額を支給します。

災害等による保険料や利用者負担額の減免

利用者やその世帯の生計維持者が水害・火災等により財
産に著しい損害を受けたことや、生計維持者の死亡・入
院等で収入が著しく減少したことによって、一時的に保
険料や利用者負担額を支払うことが難しいとき等、一定
の要件に該当する場合は、保険料や利用者負担額を減免
します。
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② 高齢者向け住宅設置者に対する支援� ＜住宅営繕課・市街地整備課＞

③ 家具転倒防止事業の実施� ＜危機管理課＞
　65歳以上の人のみ並びに65歳以上及び18歳未満の人のみで構成された世帯、障害のある人、
要介護または要支援の認定を受けた人がいる世帯を対象に、転倒のおそれのある家具４点まで
の取り付け作業を支援します。

④ ユニバーサルデザインによるまちづくり� ＜政策企画課・障害福祉課・長寿福祉課＞
　「沼津市ユニバーサルデザイン推進のための基本方針」に基づき、性別や年齢、身体等の違
いにかかわらず、様々な人が暮らしやすいまちづくりを目指します。
　また、交通事業者各社に対し「交通事業者向け接遇ガイドライン」を周知し、ガイドライン
に沿った接遇マニュアルの作成や改定を促進することで、高齢者や障害のある人等に対する統
一された一定水準の接遇を確保し移動の円滑化の推進を図ります。

〈有料老人ホームの整備状況〉

〈サービス付き高齢者向け住宅の整備状況〉

　高齢者向け優良賃貸住宅の家賃を減額する認定事業者に対し、その費用の一部を補助します。
　また、高齢者等に対応する住宅の設置を行う事業者等に対しての支援策について、検討を進
めていきます。

事業所数 定　員 人　口 高齢者人口 定員/人口 定員/高齢者人口

国 14,454 549,759 127,138,033 35,486,813 0.4％ 1.5％

静岡県 279 13,474 3,708,556 1,087,483 0.4％ 1.2％

沼津市 26 1,319 194,869 60,739 0.7％ 2.2％

静岡県、沼津市の事業所数、定員は静岡県HP公開資料（令和２年度４月１日）
国の事業所数、定員は社会福祉施設等調査（平成30年度）

人口は総務省住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和２年１月１日現在）

棟　数 戸　数 人　口 高齢者人口 定員/人口 定員/高齢者人口

国 7,680 258,321 127,138,033 35,486,813 0.2％ 0.7％

静岡県 157 5,312 3,708,556 1,087,483 0.1％ 0.5％

沼津市 10 303 194,869 60,739 0.2％ 0.5％

棟数、戸数は、サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（令和２年度８月31日現在）
人口は総務省住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和２年１月１日現在）
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（ 3）安全・安心対策の推進
　高齢者が地域で安心して暮らせるように、防犯対策や交通対策を進めるとともに、災害時等
の対応を円滑に進めるための取組を行います。

⑤ 高齢者の移動手段の確保� ＜まちづくり政策課・長寿福祉課＞
　生活バス路線の自主運行や循環バスの運行補助を行うことで、公共交通網を維持・確保する
とともに、バス待ち環境の改善やバリアフリー車両の導入を推進し、利用しやすい環境づくり
に努めます。
　また、生活するために必要な通院や買い物が困難な高齢者のための支援として、生活支援コー
ディネーターを中心に多様な主体による移動手段の確保について検討を進めます。

① 犯罪被害の防止� ＜生活安心課＞
　オレオレ詐欺等の特殊詐欺や悪質な勧誘等、電話を介した詐欺被害が多発しており、「迷惑
電話等防止装置」の利用をはじめとした取組により、被害の未然防止を図ります。
　また、各地域コミュニティ組織が行う防犯パトロールなど、地域ぐるみの防犯活動や防犯灯
などの防犯設備の設置を支援します。

② 交通安全の推進� ＜生活安心課・長寿福祉課＞
　自発光式反射材の普及促進などの交通安全対策を実施するほか、高齢運転者による事故防止
を図るため、有効期間内の運転免許証を自主返納した65歳以上の市民に、市内協力事業者で
利用できるバス・タクシー利用券を交付します。
　また、沼津警察署免許返納窓口と地域包括支援センターが連携し、高齢者の総合相談におい
て、免許返納が必要な方に対し、円滑な支援を行うよう努めます。

③ 災害時の支援と感染症流行時の支援� ＜社会福祉課・危機管理課・健康づくり課・長寿福祉課＞
　「災害時要援護者避難支援計画」に基づき、避難行動要支援者名簿の作成や要援護者の支援
体制の整備、避難所、福祉避難所等との連携についての取組を進めます。
　また、感染症が発生した際には、「沼津市新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、
各段階に応じた対応を実施します。
　そのほか、介護事業所等に対して、風水害等に備えるため、避難確保計画の策定や訓練の実
施を指導するとともに、地域包括支援センター等が地域と協働し、防災や感染症予防について
周知・啓発を行います。また、災害や感染症発生時には、地域と連携し、必要な物資等の支援・
応援体制を構築します。
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（ ４）尊厳のある暮らしの確保
　高齢者の人権が守られ安心して暮らせるよう、権利擁護等に関する啓発や各種制度・サービ
スの利用を促進するとともに、適切な支援が提供されるよう関係機関との連携を強化し、迅速
な支援・保護に努めます。

① 消費生活相談の実施・消費者被害への対応� ＜生活安心課・長寿福祉課＞
　消費生活に関する正確な知識や的確な判断力を身に付けられるよう、出前講座による消費者
教育や各種イベントでの啓発活動を実施します。
　また、地域包括支援センターが消費生活センターと連携し、消費被害の早期発見・早期対応
に努めます。

② 成年後見制度の活用� ＜社会福祉課・長寿福祉課＞
　成年後見制度の利用促進を図るため、成年後見支援センターを設置し、制度について市民に
周知を図るとともに、市民後見人の養成や活動支援を行います。
　また、成年後見制度の利用に係る相談を地域包括支援センターで受付け、制度説明や利用支
援を行い、制度の活用を進めます。
　成年後見制度の利用が必要であるが、申立人がいない場合や経済的困窮で利用できない人に
は、成年後見制度利用支援事業実施要綱に基づき市長申立てや報酬助成等の支援を行います。

③ 高齢者虐待への対応� ＜長寿福祉課＞
　高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づき、地域包括支援セ
ンターの協力のもと虐待を受けた高齢者を迅速かつ適切に保護するとともに、養護者に対する
支援を行います。
　また、沼津市高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会において、関係機関との情報共有、連
携強化を図り、高齢者の虐待防止、早期発見及び適切な支援体制の整備を行います。

④ 養護老人ホームへの入所措置� ＜長寿福祉課＞
　老人福祉法第11条により、65歳以上の者であって、環境上の理由及び経済的理由により居
宅において養護を受けることが困難な者を養護老人ホームに入所措置します。
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　高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、地域包括ケアの実現が必要です。このた
め、地域包括ケアの中核となる地域包括支援センターを機能強化するとともに、地域の多様な
主体が連携できる体制（地域包括ケアシステム）づくりを推進します。また、認知症高齢者等
が地域の中で安心して生活を送れるよう、見守りや行方不明時の支援を強化します。

基本施策３　地域における支援体制の整備　　　　　　　　

（ １）地域包括支援センターの機能強化
　地域包括支援センターは、行政機能の一部として地域の最前線に立ち、地域包括ケアシステ
ムにおける中核的な機関として期待されています。高齢者相談の増加や複雑化に対し、基幹型
地域包括支援センターによる人材育成や後方支援、行政等との連携強化などを進め、地域包括
支援センター業務の機能を強化します。

① 基幹型地域包括支援センター及び地域包括支援センターの運営�＜長寿福祉課＞
　市役所内に市域全体を担当する基幹型地域包括支援センターを設置し、10（令和３～４年
度は11）の地域包括支援センターの活動全体の調整や職員の人材育成、処遇困難事例への後
方支援を通じ、その機能を十分に発揮できる体制を構築します。

　高齢者自ら介護予防が図れるよう、啓発や環境を整えるとともに、本人の興味、関心に基づ
いて地域の活動に参加できる体制を構築します。
　また、要支援認定者等の多様な生活ニーズに対応することを目的とし、その状態や置かれて
いる環境に応じて本人が自立した生活を送れるよう必要な支援を行います。

【強化ポイント】
　自立に向けた適切なマネジメントが計画できるよう、地域ケア個別会議や介護予防ケアマネ
ジメント研修を開催して支援します。

　ア．介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）

　地域の高齢者が抱えている様々な悩みや不安をワンストップで受け止め、高齢者の生活状況
の実態を把握します。
　また、生活の支障となる問題の解決に向けて、必要となるネットワークを構築し、地域にお
ける適切な医療、介護、福祉等のサービスにつなげる支援を行います。

【強化ポイント】
　総合相談職員に向けたアセスメント研修を開催します。また、地域包括支援センターに寄せ
られる相談の集計が見えるツールを作成し、地域包括支援センターごとに対象者や相談の種類
等の傾向を分析できるよう、地域課題の特定につなげる支援を行います。

　イ．総合相談支援
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　高齢者虐待、消費者被害等の権利侵害に対し、行政との協力体制のもと関係機関とネットワー
クを構築し、早期解決や防止に向けた体制を整えます。
　また、成年後見制度利用の啓発を行い、判断力が低下した高齢者やその家族が安心して生活
していけるよう支援します。

【強化ポイント】
　虐待対応や成年後見制度について、法律家による研修や事例検討会を開催し、対応力の向上
を図ります。
　また、虐待対応や成年後見制度市長申立について、組織対応フローを整備して役割分担を行
い、対応を円滑化します。

　ウ．権利擁護

　介護支援専門員をはじめとした高齢者の支援に携わる医療福祉の専門職に対し、充実した支
援体制づくりのための指導、助言及び連絡調整を行います。
　また、総合相談の分析結果や地域ケア会議を活用し、地域課題の把握と解決に向けた取組に
加え、地域の様々な団体や機関とのネットワークづくりを進めます。

【強化ポイント】
　高齢者の自立支援に資するための地域包括支援センターによる地域ケア会議の開催状況や内
容の把握、助言者の紹介等を行い、地域資源を介護支援専門員がケアマネジメントに活用でき
る環境の整備を進めます。
　また、困難事例については、会議に同席し助言するなどの支援を行います。

　エ．包括的・継続的ケアマネジメント

総合相談件数実績

指　　標 単　　位
実　　　績 見　　込

平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度

沼津市件数 件 4,505 4,571 4,559

　うち、基幹型件数 件 640 527 546

権利擁護相談件数実績

指　　標 単　　位
実　　　績 見　　込

平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度

沼津市件数 件 157 150 200

　うち、基幹型件数 件 69 71 74
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　認知症サポート医との連携のもと認知症の早期発見、早期診断に重点を置いた「認知症初期
集中支援チーム」の活動を展開します。
　また、認知症の方やその家族、地域住民からの認知症に関する相談業務等を行う「認知症地
域支援推進員」を配置し、地域資源の連携体制の構築と認知症ケアの向上を図るとともに、認
知症サポーターやキャラバン・メイトに加え、新たに「チームオレンジコーディネーター」を
設置し、認知症の方やその家族のニーズに合った支援に繋げる「チームオレンジ」の活動を推
進します。

【強化ポイント】
　医師会や認知症サポート医との調整や認知症サポーター等の資質向上に資する研修を開催し
ます。
　また、認知症地域支援推進員やチームオレンジが地域の認知症支援の推進役として活躍でき
るよう、認知症サポーターを集めたオレンジ集会を開催します。

　オ．認知症総合支援

　介護サービスに限らず、地域の医療、介護、福祉サービスやボランティア活動、インフォー
マルサービスなどの様々な社会資源が有機的に連携できる環境整備を行います。

【強化ポイント】
　医療、障害、警察、救急、司法や行政など様々な団体とネットワークを構築し、地域包括支
援センターの活動が円滑に進むよう支援します。

　カ．多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築

　地域包括支援センターが適切に業務を遂行するため、人員確保の協力や職員の教育研修を行
います。
　また、業務評価の結果に基づく地域包括支援センターの業務改善や変更を行い、地域住民に
寄り添った支援を行えるよう指導します。

【強化ポイント】
　運営会議を毎月開催し、地域包括支援センターとの情報共有や意見交換を行います。
　また、ヒアリングを年１回実施し、地域包括支援センターの活動を評価し、取組内容から次
年度に向けた助言を行います。事業計画書やその他の会議計画書などは、ＰＤＣＡサイクルを
意識して作成し、地域包括支援センターの業務が効率よくかつ堅実に進められるよう支援しま
す。

　キ．地域包括支援センターの健全運営
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② 地域ケア会議の実施� ＜長寿福祉課＞
　支援が必要な高齢者等に適切な支援を行うため、多様な関係者による検討を行うとともに、
個別ケースの検討によって共有された地域課題を活用し、生活支援コーディネーターと共に地
域づくりや政策形成に結び付けます。

〈沼津市における地域ケア会議の体系〉

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

地域ケア個別会議 回 75 60 85 92 99

地域ケア圏域会議 回 26 33 40 46 53

地域ケア推進会議 回 １ ２ 2 3 3

地域づくり・
資源開発機能

地域課題
発見機能

ネットワーク
構築機能

集約

第２層協議体
（生活体制整備事業）

個別課題
解決機能

政策形成
機能

地域ケア個別会議（各包括）
　多職種が協働し、個別ケー
スの検討及び支援を行うこと
により、自立支援に資するケ
アマネジメントの実践職の向
上、ネットワークの構築や個
別課題の解決を図るとともに
高齢者支援に係る課題の抽出
を目的に行う。

地域ケア圏域会議
　地域関係者の相互連携を高
め地域包括支援ネットワーク
の構築を図るとともに、地域
ケア個別会議等を通じて把握
された地域課題を地域の関係
者で共有し、必要なサービス
資源、住民活動等の開発に向
けた検討を行う。

地域ケア推進会議
　地域ケア個別会議及び地域
ケア圏域会議で把握された課
題の総合調整を行うととも
に、生活支援・介護予防の情
報共有、資源開発をはじめと
した事業の検討等を行うもの
とする。

集約

第１層協議体
（生活体制整備事業）

連
携

連
携
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③ 地域包括支援センター運営協議会の開催� ＜長寿福祉課＞
　地域包括支援センターの公正かつ中立性の確保及び適正な運営を確保するため、地域包括支
援センター運営協議会を設置し協議します。
　地域包括支援センター運営協議会は、医師をはじめとする医療関係者、介護サービス事業者、
家族介護者、自治会、民生委員、有識者等で構成され、地域包括支援センターの設置や変更に
関する事項、包括的支援事業の実施に関する事項等について協議します。

ア．個別課題の解決
　個別ケースの検討を多職種で行うことにより、住民の課題解決を支援するとともに、介
護支援専門員等の実践上の課題解決能力の向上と自立支援に資するケアマネジメント支援
の質を高める。

イ．地域包括支援ネットワークの構築
　個別ケースの検討を通じて、住民や地域の課題を解決するために必要な関係機関等の役
割を明らかにするとともに、地域の関係機関等の相互の連携を高め、地域包括支援ネット
ワークを構築する。

地域ケア会議の機能

ウ．地域課題の発見
　個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより、同様の課題を抱えた要援護者やその
恐れのある住民を見つけるとともに、地域の現状等を総合的に判断して、解決すべき地域
の課題を明らかにする。

エ．地域づくり資源の開発
　地域ごとに存在する課題に対し、関係者等に地域の実情や特性に合わせたインフォーマ
ルサービスや地域の見守りネットワークなど、地域で必要な資源を開発する。

オ．政策の形成
　地域課題の解決に向けて、優先順位や利用可能な地域資源等を検討して解決のための政
策を立案・提言する。
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（ ２）生活支援体制の整備
　地域における支え合いや多様な主体による生活支援サービスの有機的な連携を促進し、高齢
者の自立を支援する体制づくりを推進します。

① 生活支援コーディネーターの配置と協議体の設置� ＜長寿福祉課＞
　地域において生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築や支え合いの地域づくりに向け
たコーディネート機能を果たすため、市内全域（第１層）及び日常生活圏域（第２層）ごとに

「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」を配置します。
　また、コーディネーターを中心に課題解決に向けた話し合いの場として、第１層、第２層そ
れぞれに協議体を設置します。第１層協議体は市全体の課題解決のため、第２層はより地域に
即した課題解決のために設置し、コーディネーターが多様な主体間の情報共有及び連携・協働
による資源開発等を推進します。

② 在宅生活応援サービス提供者の拡充� ＜長寿福祉課＞
　高齢者に対するやさしい取組や高齢者の生活の支えとなる取組（配食、宅配、清掃等）の提
供者を「在宅生活応援サービス提供者」として登録します。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

新規登録数 件 ３ ４ ４ ５ ５

登録累計数 件 ３ ７ 11 16 21
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（ 3）見守り体制の推進
　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域における見守りを促進しま
す。

③ 見守り活動の連携の促進� ＜長寿福祉課＞
　認知症に限定されず、自発的な声かけなどによる見守りや災害時の安否確認等の地域活動に
対して、関係機関（地域包括支援センター、消費生活センター、社会福祉協議会等）との連携
の促進や情報共有の実施を図ります。

④ 徘徊高齢者探索サービスの提供� ＜長寿福祉課＞
　徘徊行動により行方不明となった高齢者の捜索を容易にするため、位置探索サービスにかか
る費用の一部を助成します。

① 高齢者あんしんサポート店の拡充� ＜長寿福祉課＞
　高齢者や認知症の人に対して、やさしい店づくりや身の回りのちょっとしたサービスを積極
的に行っている事業所や商店等を「高齢者あんしんサポート店」として登録します。

高齢者あんしんサポート店
認定店舗ステッカー

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

累計登録数 件 99 102 105 108 111

② 高齢者あんしん見守りネットワーク協力事業所の拡充� ＜長寿福祉課＞
　業務や活動等を通じて高齢者の居宅を訪問する機会の多い事業所や商店等を、訪問の際に高
齢者を見守り、異変を発見した時は市や地域包括支援センターに連絡する「高齢者あんしん見
守りネットワーク協力事業所」として登録します。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

累計登録数 件 31 34 36 38 40
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（ ４）担い手となる人材の確保と育成
　少子高齢化が進行する中、介護や支援を必要とする高齢者の日常生活を支えるため、介護の
専門職による介護給付・予防給付のサービスに加え、高齢者の多様なニーズに応じた支援を行
うことができるよう、総合事業、インフォーマルサービスなどを担う人材の育成を行います。
　また、福祉教育や職業体験を通じ、介護の仕事に触れることで、児童・生徒・教員・保護者
等の福祉の専門職に対する理解促進を図ることで、将来の人材の確保と育成に努めます。

⑤ 認知症高齢者見守りシールの普及� ＜長寿福祉課＞
　徘徊行動による身元不明な高齢者を発見し保護した方と、高齢者の家族等が安否情報等をイ
ンターネット上で共有し、引き渡しを円滑に行うための見守りシールを普及します。

主　な　施　策 掲載ページ

多様な主体によるサービスの提供体制の構築 P56

介護ボランティアの育成 P59

認知症サポーターの養成とチームオレンジの設置 P64

介護に携わる人材の確保・育成 P80
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　高齢者が、自ら希望する生活を送ることができるよう介護予防や生活支援のサービスを提供
するとともに、主体的に介護予防の取組を実施するための情報提供や支援等を行います。

基本施策４　自立支援と介護予防及び重度化防止　　　　　　　

（ １）介護予防・生活支援サービス事業
　要支援認定者及び事業対象者に対し、介護予防と自立支援を目的として、介護予防・生活支
援サービスを提供します。

① 訪問型サービス� ＜長寿福祉課＞
　要支援者等に対し、訪問介護員による食事・入浴・排せつなどの身体介護や、調理・洗濯・
掃除などの生活援助を行う「訪問型サービス」を提供します。
　また、状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多様なサービス」の利用が可能にな
るように、事業者による「訪問型サービスＡ」の生活援助やボランティア等による「訪問型サー
ビスＢ」の支援を促進します。

② 通所型サービス� ＜長寿福祉課＞
　要支援者等に対し、生活機能の向上のための機能訓練を行う「通所型サービス」を提供しま
す。
　また、主体的に介護予防の取組を実践できるよう事業者による支援のほか、住民やボランティ
アが運営する通いの場の促進を支援します。

③ 多様な主体によるサービスの提供体制の構築� ＜長寿福祉課＞
　高齢者の在宅生活を支えるため、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人、協同組
合等の多様な事業主体による重層的な生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築を支援し
ます。
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（ ２）保健事業と介護予防の一体的な実施
　フレイルなど高齢者の心身の多様な課題に応じたきめ細かな支援を実現するため、各種医療
データと介護データの統合を図り、関係機関との連携やデータの利活用を進めます。

（ 3）一般介護予防事業
　高齢者が自立した生活の継続に自ら取り組むため、介護予防の正しい知識を普及啓発する講
演会や講座・教室を行います。

① 各種保健事業と介護保険事業によるデータの連携・分析� ＜国民健康保険課・健康づくり課・介護保険課・長寿福祉課＞
　フレイル予防のアウトリーチ支援、通いの場への参加等、介護の地域支援事業と国民健康保
険の保健事業とを一体的に実施するため、保健事業・介護保険事業によるデータの連携・分析
を行い、結果を活用した取組を進めます。

① フレイルチェック・予防� ＜長寿福祉課＞
　高齢者が早期に自身のフレイル状態（高齢による心身の活力が低下した状態）を自覚し、介
護予防に取り組むことを目的に、フレイルチェック及び各種健康講座を開催します。
　また、フレイル予防啓発の担い手として、フレイルサポーターを養成し、活躍の場を提供す
ることで、高齢者の社会参加の場を提供します。

② 運動器の機能向上� ＜長寿福祉課＞
　筋力の低下に起因する転倒や骨折による身体能力と意欲の低下を防止するため、習慣的な運
動による介護予防を目的とした教室を開催します。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

筋力パワーアップ
教室

参加者数
（人）

304 120 120 120 120

ノルディック
ウォーキング講習会

参加者数
（人）

136 80 140 140 140
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③ 口腔機能の向上・栄養改善� ＜長寿福祉課＞
　オーラルフレイルによる栄養状態の悪化や全身的な機能低下を防ぐため、早期発見・早期対
応を目的とした歯科医師や歯科衛生士による歯と口の健康講話や口腔ケア実習等を行うととも
に、栄養士が適切な食事摂取量や栄養バランスの良い食事について講座を行います。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

口腔・栄養教育講座
参加者数
（人）

73 50 55 60 65

④ 認知症の予防� ＜長寿福祉課＞
　認知症についての普及・啓発を進めるため「認知症予防講演会」及び認知症集団検査を実施
することで、認知症の早期発見に努めるとともに、リスクの高い方への認知症予防教室の実施
や、医療機関への受診勧奨を行います。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

認知症予防講演会
参加者数
（人）

120 30 120 120 120

認知症集団検査
参加者数
（人）

159 30 150 150 150

認知症予防教室
参加者数
（人）

289 30 300 300 300

⑤ 各地域における講座等の開催� ＜長寿福祉課＞
　地域の高齢者団体や老人クラブ等の依頼に基づく「出前講座」の開講や、各地域包括支援セ
ンターにおいて「地域介護予防教室」を開催します。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

出前講座
参加者数
（人）

671 100 600 600 600

地域介護予防教室
参加者数
（人）

4,251 3,000 3,000 3,000 3,000
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⑥ 通いの場の構築支援� ＜長寿福祉課＞
　高齢者が積極的に社会参加し、生きがいや役割を持って生活できる地域づくりのため、高齢
者サロン等、地域住民が主体となって運営する通いの場の構築を支援します。

⑦ 介護ボランティアの育成� ＜長寿福祉課＞
　地域において介護予防活動の支え手となる介護予防ボランティア養成講座を開講し、講座修
了者を介護予防ボランティアとして登録するとともに、ボランティアを必要とする事業者の情
報収集を積極的に行い、双方のマッチングを進めます。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

通いの場累計数 か所 176 200 210 220 230

認知症カフェ累計数 か所 15 16 17 18 19

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

セカンドライフ講座
参加者数
（人）

32 20 150 150 150

健康体操サポーター
養成講座

参加者数
（人）

20 20 180 180 180

介護予防サポーター
養成講座

参加者数
（人）

27 15 50 50 50

ノルディックサポーター
養成講座

参加者数
（人）

17 20 60 60 60

介護予防
ボランティア

登録者
累計数
（人）

140 150 210 270 330
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（ ４）地域リハビリテーション提供体制の構築
　高齢者とその家族が住み慣れた地域で自分らしく生活できるよう、介護予防、障害の発生・
進行予防の推進や急性期・回復期・生活期リハビリテーションの質の向上と切れ目のない体制
の整備を行います。
　また、ライフステージに沿った適切な総合的リハビリテーションサービスが提供できるよう
医療・介護の専門職間の連携強化とネットワークの構築を行います。
　予防期には、かかりつけ医・かかりつけ歯科医の利用を促進するとともに、健康診査や保健
指導などをもとに本人の意思に基づいて、自分自身での生活習慣の改善、地域の通いの場での
運動、ボランティア等よる生活援助の活用を促進し、０次予防・１次予防・２次予防を推進し
ます。
　生活習慣病や認知症をはじめ、症状が急に現れる時期である急性期には、病院での診療・入
院の中で廃用症候群防止・軽減、ＡＤＬ*の維持のための起立訓練・嚥下訓練を行うとともに、
メディカルソーシャルワーカーによる相談支援により、一人ひとりに合わせて回復期以降の暮
らし方を見据えた支援を実施します。
　回復期には、回復期リハビリテーション病院への入院の中で、理学療法士、作業療法士、言
語聴覚士による専門的なリハビリ、生活動作の中でＡＤＬ訓練を実施します。また、回復期リ
ハビリテーション病院に対して、適宜情報提供を行い、医療専門職の連携を支援します。
　生活期には、希望する生活を送ることができるよう、再発防止を含めた支援体制の充実を図
るとともに、リハビリテーションの啓発や介護予防に関わる諸活動を通した住民間の支え合い
づくりの強化や促進を図ります。

〈地域リハビリテーション提供体制のイメージ〉

＊ADLとは、日常生活を送るために最低限必要な日常動作で、「起居動作・移乗・移動・食事・更衣・排泄・入浴・整容」動作のことです。

急性期

予防期
（介護予防・疾病予防・重度化防止）

生活期
（日常生活への復帰）

回復期
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① 地域リハビリテーション活動支援事業の実施� ＜長寿福祉課＞
　地域での自主的な介護予防活動を推進し、介護予防に関する技術的助言やケアマネジメント
支援を行うため、通いの場等にリハビリテーション専門職を派遣します。

② 専門職への意識啓発及び連携強化� ＜長寿福祉課＞
　事業目的や取組の方向性等、基本的な事項についての共通認識と更なる連携強化を図るため、
各関係機関（歯科医師・栄養士・リハビリ専門職）に向けた基礎研修会を開催し、専門職相互
のスキルアップを図る場を提供します。

③ リハビリテーション指標� ＜長寿福祉課＞
　リハビリテーション体制の構築を図るにあたり、物的資源や連携体制を測るための指標を設
定します。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

通いの場

回 ２ ２ ２ ３ ３

延べ人数
（人）

67 40 40 50 50

介護職員等への研修

回 １ ２ ２ ４ ４

延べ人数
（人）

36 30 30 40 40

サービス担当者会議 回 １ ２ ２ ２ ２

使用率（延べ利用回数／要介護者数）

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画

令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

訪問リハビリテーション
％ 93.8 105.1 106.6 111.1 107.9

回 5,791 6,683 6,842 7,304 7,565

通所リハビリテーション
％ 878.5 855.2 873.1 879.1 844.3

回 54,221 54,355 56,063 57,798 59,195

事業所数

種　　類 単　位 見　　込
（令和 ２年度）

第 9次計画
（令和 5年度まで）

訪問リハビリテーション か所 ４ ５

通所リハビリテーション か所 12 20
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　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮ら
し続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に提供するために、医療機関と
介護サービス事業者等の連携を推進します。

基本施策５　在宅医療と介護連携の推進　　　　　　　　

（ １）資源の把握と課題の抽出
　地域資源や医療・介護連携の課題を専門職間で共有し、連携強化を図るとともに地域の中で
の主体的な連携強化の取組を促進します。

① 地域の医療・介護の資源の把握� ＜長寿福祉課＞
　地域の医療・介護サービスについての実態把握と分析を行うほか、地域資源マップや関係団
体リストを作成し、医療・介護関係者や地域住民に対する医療・介護の資源に関する情報の共
有を図ります。

② 在宅医療・介護連携の課題抽出と対応策の検討� ＜長寿福祉課＞
　地域の医療介護関係者や、地域住民からなる「在宅医療・介護連携推進協議会」において、
在宅医療と介護の連携に関する地域の課題を抽出し、その対応策を検討します。

（ ２）在宅医療と介護の連携体制の推進
　基幹型地域包括支援センター、地域包括支援センター、静岡県在宅医療・介護連携情報シス
テム、地域包括ケア推進ネットワーク会議圏域会議等の活用や医療・介護の専門職への研修の
実施により、医療・介護関係者の連携体制を強化するとともに、地域住民への在宅医療・介護
に関する普及啓発を実施します。

① 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進� ＜長寿福祉課＞
　基幹型地域包括支援センターを中心として、地域包括支援センターや地域の医療・介護関係
者の協力を得ながら切れ目なく在宅医療と介護が一体的に提供される体制の構築を推進します。

② 在宅医療・介護連携に関する相談支援� ＜長寿福祉課＞
　基幹型地域包括支援センター内に相談窓口を設置し、地域の医療・介護関係者、地域包括支
援センター等からの在宅医療・介護連携に関する相談を受け支援を行うとともに体制づくりを
図ります。
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③ 医療・介護関係者の研修� ＜長寿福祉課＞
　医療・介護の連携を進めるにあたり、地域での顔の見える関係を構築するため、多職種での
グループワーク研修や地域ケア会議等を活用し、互いの職種の理解を深めるとともに、医療と
介護の共通の課題となる看取り等に関することをテーマとした研修を開催します。

④ 地域住民への普及啓発� ＜長寿福祉課＞
　在宅医療・介護を推進するには、地域住民が在宅医療や介護について理解し、在宅での療養
が必要となった時に、必要なサービスを適切に選択できるようにすることが重要です。
　在宅医療・介護連携やサービス、人生の最終段階におけるケアのあり方や看取りに関する講
演会等の開催、パンフレットの作成等により地域住民への在宅医療・介護連携の理解・普及啓
発を図ります。
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　認知症は、誰もがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなども含め、多
くの人にとって身近なものとなっています。認知症の発症予防等に関する情報の収集に努める
とともに、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるよう、認知症地域
支援推進員の配置、認知症バリアフリーの推進、認知症サポーターの養成、チームオレンジの
設置、当事者による情報発信、相談窓口情報の周知等によって早期発見・早期対応につなげて
いきます。
　また、認知症施策の体制整備のため、認知症初期集中支援チームを設置し、認知症初期集中
支援チーム検討委員会による活動を支援・推進していきます。

基本施策６　認知症施策の推進　　　　　　　　　　　　　

（ １）認知症への理解を深めるための普及啓発
　すべての人が、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるため、認知症の理解を深め、認知
症の有無にかかわらず同じ社会の一員として地域をともに創っていける環境の整備に取り組み
ます。

① 認知症サポーターの養成とチームオレンジの設置� ＜長寿福祉課＞
　自治会、民生委員・児童委員、地区社会福祉協議会のほか、学校や職場において認知症サポー
ター養成講座を開催し、認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者であ
る「認知症サポーター」の養成に取り組みます。
　また、認知症サポーター同士の意見交換や交流の場としてのオレンジ集会の開催のほか、「認
知症サポーターステップアップ講座」を受講したサポーターで構成する「チームオレンジ」を
各包括圏域に設置し、チームオレンジコーディネーターを中心とした認知症サポーターの活動
を促進します。

認知症サポーター・キャラバンのマーク
※認知症サポーター・キャラバンは、認知症
の正しい理解の普及啓発を行う事業です。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画
令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

認知症サポーター養成講座 回 63 50 65 65 65

認知症サポーター養成数 人 2,650 2,000 2,000 2,000 2,000

　うち、
　こどもサポーター養成数

人 1,225 1,000 1,000 1,000 1,000

認知症サポーター累計数 人 24,956 26,956 28,956 30,956 32,956
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② 相談先の周知� ＜長寿福祉課＞
　地域包括支援センターによる認知症に関する相談体制を地域ごとに整備し、パンフレット等
の活用により相談窓口を周知します。その際、「認知症ケアパス」の利用等、認知症に関する
基礎的な情報、相談先・受診先の利用方法等を具体的に紹介します。
　また、福祉機関を対象とした法テラスの利用方法の講習等、権利擁護に資する取組を強化し
ます。

〈認知症ケアパス概念図〉

主
な
サ
ー
ビ
ス
の
例

認知症の
進行

生活支援
身体介護

介護予防

安否確認
見守り

認知症疑い 日常生活は自立・見守りがあれば
日常生活は自立 常に介護が必要日常生活に介護が必要

認知症カフェ　/　高齢者サロン

認知症予防事業

自治会サロン活動　/　老人クラブ　/　サークル活動

徘徊高齢者等見守りシール

見守りネットワーク　/　あんしんサポート店　/　認知症サポーター

配食サービス

徘徊高齢者探索サービス

医療

介護予防・日常生活支援総合事業
（通所型サービス・訪問型サービス等）

介護保険サービス（通所介護・訪問介護等）

重度要介護者通院支援

かかりつけ医　/　かかりつけ歯科医　/　かかりつけ薬局　/　専門外来等

成年後見制度

日常生活自立支援事業

介護用品（おむつ）の支給

認知症カフェ

住まい
介護老人保健施設　介護老人福祉施設

グループホーム等

権利を
守る

家族支援

認知症の進行（右に行くほど発症から時間が経過し、進行している状態）
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（ ２）医療・ケア・介護サービス・介護者への支援
　認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築のため、認知症初期集中支援チームを
配置するとともに、認知症初期集中支援チームの活動を支援・推進するための検討委員会を開
催します。

③ 認知症当事者からの発信支援� ＜長寿福祉課＞

① 認知症地域支援推進員の配置� ＜長寿福祉課＞

　認知症カフェ等の通いの場などを活用し、認知症当事者の意見を受け止め、把握するととも
に、認知症当事者の意見を反映した認知症施策の企画・立案に努めます。

　認知症の方が、住み慣れた地域で安心して暮らしていくために、容態の変化に応じ必要な医
療・介護ネットワークを形成し、地域包括支援センターにおいて、認知症の人やその家族への
相談支援、関係機関とのネットワークの構築・連携等を行う「認知症地域支援推進員」を配置
します。

④ 若年性認知症の人への支援� ＜長寿福祉課＞
　認知症地域支援推進員や地域包括支援センター職員と静岡県の若年性認知症支援コーディ
ネーターとの広域的なネットワーク作りを促進します。

② 認知症疾患医療センター等医療機関との連携の推進� ＜長寿福祉課＞
　早期に認知症の鑑別診断が行われ、速やかに適切な医療・介護等が受けられるよう、認知症
疾患医療センター、かかりつけ医師、歯科医師、薬剤師等地域の医療機関と地域包括支援セン
ターとの日常的な連携を促進します。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画
令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

認知症地域支援推進員
の配置

人 11 11 11 11 10
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③ 認知症初期集中支援チームの配置� ＜長寿福祉課＞
　早期に認知症の鑑別診断が行われ、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期の対応体
制を構築するため、医療介護専門職と専門医がチームとなり、家族の相談等により認知症が疑
われる人や認知症の人を訪問し、アセスメント、家族支援などの初期支援を包括的かつ集中的
に行い、自立生活をサポートする「認知症初期集中支援チーム」を配置します。

④ 認知症初期集中支援チーム検討委員会の開催� ＜長寿福祉課＞
　認知症初期集中支援チームの活動を支援・推進するために「認知症初期集中支援チーム検討
委員会」を設置し、チームの活動が医療・保健・福祉等に携わる関係機関のもと推進されるよ
う連携方法や活動内容を検討します。

⑤ 医療従事者・介護従事者等の認知症対応力向上の促進� ＜長寿福祉課＞
　認知症サポート医や関係団体の協力を得ながら、医療従事者や介護職員に対する認知症対応
力向上研修を開催し、認知症の人を尊重し尊厳を守るための啓発を行います。

⑥ 認知症の人の介護者の負担軽減の推進� ＜長寿福祉課＞
　企業等に対し、認知症サポーター養成講座等を通じ、認知症に対する理解を深める活動を実
施するとともに、従業員の仕事と介護の両立に関する支援制度等の情報提供に努め、介護者が
仕事と介護の両立で抱える負担軽減が図れる環境づくりを進めていきます。
　また、認知症介護に関する悩み等について、認知症カフェなど気軽に相談できる集いの場を
積極的に開催し、介護負担の軽減に努めます。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画
令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

認知症初期集中
支援チーム
検討委員会開催

回 ２ ２ ２ ２ ２

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画
令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

認知症初期集中
支援チーム配置数

か所 11 11 11 11 10

認知症初期集中
支援チーム訪問件数

件 20 25 25 25 25
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